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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、当社グループがグローバルに展開するすべての活動の礎として「ブラザーグループグローバル憲章」（以下「グローバル憲章」といいま
す。）を定め、経営資源の最適化と顧客価値の創造により企業価値を長期的に高めること、さらに、株主に対する積極的な企業情報の提供により
企業の透明性を高め、株主との間に長期的信頼関係を築くことなどを当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方としています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

２０２１年６月の改訂後のコードに基づき記載しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４ 政策保有株式】

当社は、良好な取引関係の構築が当社の中長期的な企業価値の向上に資すると認められる上場企業の株式（以下「政策保有株式」といいま

す。）を保有します。また、取締役会は、個別の政策保有株式の保有の適否を毎年検証し、保有の意義が乏しい銘柄については縮減を進めます。

２０２１年１１月の取締役会において、個別の銘柄ごとに、保有目的、配当利回り・時価、その他の便益やリスクを検証した結果、株式保有の合理
性が確認出来たため、各株式の保有を継続することとしました。

当社は、政策保有株式の議決権を、原則として行使します。議案について、その内容を精査したうえで、当社の中長期的な経済的利益を損なわ
ないものであり、また、上場企業や上場企業の経営陣による反社会的な行為等、株主価値の棄損が明らかな場合でない限り、当社は賛成を表明
します。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

取締役が、当社と競業または利益相反するおそれのある取引を行う場合、社内規程に定めた手順に従い、取締役会の承認を得ます。

【原則２－４ 女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

補充原則２－４（１） 中核人材の登用等における多様性の確保

＜多様性の確保についての考え方＞

当社は、 ビジネスや市場環境に大きな変化が起こっている昨今、ますます多様な人材を確保し、多様な働き方やキャリアの形成が不可欠と考え

ております。

当社においては、「ブラザーグループ グローバル憲章」(以下、グローバル憲章)の「基本方針」に掲げた「従業員の多様性を重視し、さまざまな能

力を発揮できる職場環境とチャレンジングな仕事への機会を提供する。そして、努力と成果に対しては、公正な評価と正当な報酬で応える」という
考え方があり、グローバル憲章の行動規範では「常に一人ひとりの人格、多様性を尊重し、信義と尊敬を持って行動する」ことを定めております。

当社はこれまでも、女性、外国人、様々な職歴をもつ中途採用者など、多様な人材の採用、管理職への登用を積極的かつ継続的に行いつつ、
個々の能力を最大限に発揮できる職場環境の整備、新入社員から管理職層まで各階層教育などの取り組みを進めております。

＜多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標・多様性の確保の状況＞

（１）女性の管理職への登用

当社は、女性活躍推進法に基づき「女性活躍推進に関する行動計画」を策定し、 ２０２２年３月末時点で４６名の上級職（管理職相当及びそれと

同等の処遇を受ける専門職）数を２０２５年度末に６０名以上にすることを目指しています。育成の視点では、性別に関わらず社員の成長を支援し
ておりますが、ライフイベントとキャリアの意識醸成や管理職というポジションを身近にする環境整備のため、社内の女性管理職のキャリアを紹介
する座談会や有識者を招いた講演会、社外女性社員とのキャリア研修、管理職候補者に対する外部カウンセリング機会の提供等、学ぶ機会を提
供しております。他にも、育児・介護を目的にした在宅勤務制度、職場復帰を控えた育児休職中社員向けの復職セミナー等、安心して働ける環境
を整備しております。

（２）外国人の管理職への登用

当社は、事業の中核を担う人材確保のために、国籍に関係なく採用・登用を行っております。２０２２年３月末時点の外国籍社員比率は１．７％、
管理職比率は０．５％となっております。また、当社の執行役員に占める外国籍社員比率は２０２１年３月末時点で８．７％、２０２２年３月末時点で
１０．０％です。各国・地域のグループ会社の幹部社員は、国籍を問わず適任者を登用し、地域に密着した経営を目指すこととし、統括拠点である
アメリカ及び中国の販売会社の社長を含め、ブラザーグループの各拠点では現地スタッフを積極的に経営幹部に登用しております。地域責任者
の現地社員率は、２０１６年の５２％から、２０２１年には６７％に上昇しております。このような状況から、現在のブラザーグループにおける外国人
の人材登用は十分な水準にあると認識しており、当社における外国人の管理職への登用に関する目標設定は行っておりません。

（３）中途採用者の管理職への登用

当社において、２０２１年度の中途採用者比率は２８．８％、管理職比率は２１．５％となっております。中途採用者数は労働市場環境に左右され
る面もあるため、管理職への登用に関する目標設定は行っておりませんが、今後積極的に新事業を展開していくために、外部からの専門人財の
登用を積極的に行っていきたいと考えております。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況＞
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当社は、従業員の多様性と個性を尊重し、優れた価値を提供できるグローバルな人材を育てることを多様性の確保に向けた人材育成方針として
おります。また、当社では、多様な人材が活躍できるための基盤づくりとして、社員が高いモチベーションを持ち、多様なキャリアパスや一人ひとり
の社員がより柔軟な働き方を実現できる取り組みを進めることを、社内環境整備方針としております。

多様性の確保に向けた人材育成及び社内環境整備の状況等につきましては、当社のＷｅｂサイト（https://global.brother/ja/sustainability/social/
diversified）にて開示しております。

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社グループの企業年金制度は、積立金・掛金をブラザー企業年金基金において運用する確定給付年金制度と、従業員自身が運用する確定
拠出年金制度から成り立っております。

ブラザー企業年金基金では、アセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、以下のような人事面や運用面における取り組みを行って
おります。

(1)ブラザー企業年金基金による運用にあたっては、運用執行理事に適切な経歴と適性を持った者を登用して各種の研修会等に参加させることで
、運用の専門性を高めるよう努めております。

(2)財務部門及び人事部門の部門長以上の役職者や労働組合の役員等により構成される資産運用委員会を四半期毎に開催して運用実績の確認
を行い、一定期間にわたって運用成績の思わしくない運用受託機関については外部コンサルタントを含めて入替の要否を検討して具体的な運用
受託機関の選定を行っております。

(3) 企業年金の受益者と会社との間に生じ得る利益相反の管理は、基金運営上の重要事項について基金規約に基づき受益者である従業員から

の代議員が半数を占める代議員会において決議することや、個別の投資先企業の選定や議決権行使を運用受託機関へ一任する契約とすること
により、適切に行われております。

【原則３－１ 情報開示の充実】

(i) 当社のグローバル憲章は、当社及び当社グループの取締役、執行役員及び従業員等の日々の意思決定と実行に対する基本方針と行動規範

から構成され、ステークホルダーとの関係を定めており、Ｗｅｂサイト（https://global.brother/ja/corporate/principle）に掲載しております。

また、当社の中期戦略は、当社のＷｅｂサイト（https://global.brother/ja/corporate/csb）にて開示しております。

(ii) 当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、当報告書の「I．１ 基本的な考え方」の通りです。

基本方針は、「ブラザー・コーポレートガバナンス基本方針」（https://global.brother/ja/sustainability/governance/corporate）の通りです。

(iii) 本報告書Ⅱ１．【取締役報酬関係】をご参照ください。

(iv) 当社の経営幹部の選解任と取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっての方針及び手続きは以下の通りです。

当社は、取締役について、優れた人格・見識を有し、取締役としての職務を適切に遂行できる者でなければならないと考えております。また、社
外取締役について、前述の条件に加え、会社経営の豊富な経験を有する者であり、かつ、下記原則４－９に定める基準（以下「独立性基準」といい
ます。）に反しない者でなければならないと考えております。取締役候補者は、取締役会の任意の諮問機関としての指名委員会における手続きを
経たうえで、取締役会で決定されます。

当社は、執行役員について、優れた人格・見識を有し、担当する事業・業務に精通し執行役員としての職務を適切に遂行できる者でなければな
らないと考えております。執行役員は、指名委員会における手続きを経たうえで、取締役会で決定されます。

なお、指名委員会は、取締役の選解任に関する株主総会の議案及び執行役員の選解任に関する取締役会の議案の内容について、当該議案
の確定前に公正、透明かつ厳格な審査を行い、取締役会に答申します。

当社は、監査役について、優れた人格・見識を有し、監査役としての職務を適切に遂行できる者でなければならないと考えております。また、社
外監査役について、前述の条件に加え、独立性基準に反しない者でなければならないと考えております。監査役候補者は、監査役会の同意を得
たうえで、取締役会で決定されます。なお、監査役のうち少なくとも１名は、財務・会計に関する十分な知見を有している者でなければならないと考
えております。

(v) 当社は、取締役候補者及び監査役候補者とした理由について、株主総会招集通知にて開示します。

なお、２０２２年６月２０日に開催した第１３０回定時株主総会の招集通知にて、取締役及び監査役候補者について候補者とした理由を開示いた
しました。

補充原則３－１（３）

＜サステナビリティについての取組み＞

当社は、２０２２年４月から始動したブラザーグループビジョン「At your side2030」における「あり続けたい姿」として、「社会の発展と地球の未来の

貢献する」ことを掲げております。２０２２年５月に策定したブラザーグループ中期戦略「ＣＳ Ｂ２０２４」において、ブラザーグループが社会の発展と

地球の未来に貢献するために解決すべき重要な社会課題として５つのマテリアリティを特定し、マテリアリティに関連したサステナビリティ目標を設
定しました。その詳細は、当社Wｅｂサイト「中期戦略 ＣＳ Ｂ２０２４」 （https://global.brother/ja/corporate/csb）にて開示しております。

また、２０２２年４月には、持続可能な社会の実現への貢献と当社の持続的な成長に向け、サステナビリティ活動をグローバルで推進していくため
に、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」を新設しました。

＜人的資本や知財・無形資産への投資等＞

当社は、創業の精神で「働きたい人に仕事をつくる」「愉快な工場をつくる」ことを謳っており、創業以来、従業員を大切に考えてきました。今後は、
従業員エンゲージメントの向上に向けて、会社と従業員が同じビジョンを共有し、ともに成長すること、ならびにDE＆I （多様性、公平性、包括性の

追求など）の推進により、自らの生産性と創造性を高め続けます。加えて、従業員の真の自律の支援、産業用領域やDXを担う人財育成・リスキリ
ングの強化、一人ひとりが活躍できる風土の醸成など、従業員のチャレンジ行動を促進していきます。

また、当社は創業以来、多様な独自技術や販売ルート、お客様とのつながりの連続性を活かし、新たな事業を生み出してきました。現在では４０以
上の国と地域に生産・販売・サービス・開発拠点を持ち、外部とのネットワークも活かしながら、グローバルに事業を展開しています。今後もこれら
の強みを生かし、マテリアリティの解決につながる新規事業や技術の創出に向けた先行投資を進めるとともに、インクジェットを核としたプリンティ
ング技術のさらなる進化、応用範囲の拡大のための投資も行っていきます。

さらに、「お客様とのつながり」の強化・拡大を図るため、基盤構築、基幹システム刷新等のDX投資を行うとともに、サプライチェーン強靭化のため
の投資を進め、ブラザーグループ中期戦略「ＣＳ Ｂ２０２４」の戦略テーマの１つとして掲げる「持続可能な未来に向けた経営基盤の変革」を推進し

ていきます。

当社の中期戦略は、当社のWｅｂサイト （https://global.brother/ja/corporate/csb）において開示しております。また、当社の価値創造ストーリー、

人的資本及び知的財産等に関する取り組みにつきましては、当社の統合報告書（https://global.brother/ja/sustainability/report-archive/bir）にお
いても開示しております。

＜TCFD等の枠組みに基づく開示＞

当社グループは、２０２０年２月に「気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures)」提言に賛

同を表明し、２０２１年１０月にCO2排出削減や資源循環などのグループ全体の気候変動対応を加速するため、専任の組織として、「気候変動対応
戦略部」を新設しました。

TCFD提言への対応状況は、当社のWｅｂサイト（https://global.brother/ja/sustainability/eco/cc）にて開示しております。

【原則４－１ 取締役会の役割・責務（１）】

補充原則４－１（１）
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当社は、執行役員制を導入し、執行役員による業務執行と取締役会による監督とを分離し、意思決定の迅速化とガバナンスの強化を図ります。

取締役会は、法令、定款及び社内規程にて定められた重要な業務執行の審議・決定をするとともに、取締役及び執行役員の職務執行を監督し
ます。

取締役会は、前述の取締役会による業務執行の決定を必要とする項目以外の項目を、代表取締役、業務執行取締役または執行役員に委任し
ます。

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準資質】

当社は、社外取締役について、会社経営の豊富な経験を有する者であり、かつ、当社の独立性基準に反しない者でなければならないと考えてお
ります。また、当社の独立性基準は、当報告書の「II．１【独立役員関係】 その他独立役員に関する事項」に記載の通りです。

【原則４－１０ 任意の仕組みの確保】

補充原則４－１０（１） 指名委員会・報酬委員会の権限・役割等

当社は、取締役会の任意の諮問委員会として「指名委員会」及び報酬委員会」を設置しております。各委員会の構成及び各委員会構成の独立性
に関する考え方・権限・役割等については、当報告書の「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナ
ンス体制の状況」内「任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性」及び「ブラザー・コーポレートガバナンス基本方針」（https://glo
bal.brother/ja/sustainability/governance/corporate）第１３条、第１４条に記載の通りです。

【原則４－１１ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

補充原則４－１１（１）

取締役会の人数は定款に定める１１名以内とし、取締役会における経営上の重要事項の決定と業務執行の監督を行うために適切な人数の社外
取締役を置くものとします。また、取締役会は、グローバルに及ぶ当社グループの事業運営に資するため、異なる知見・経験等の背景を備えた人
員による多様性に富んだ構成とし、コーポレートガバナンス報告書及び第１３０回定時株主総会招集通知（https://download.brother.com/pub/jp/i
nvestor/meeting/pdf/2022/shosyu-part.pdf）において、スキル・マトリックス及び各取締役の知識・経験等について説明しております。

補充原則４－１１（２）

当社は、当社の社外役員の兼職状況を、株主総会招集通知及び有価証券報告書等を通じ、毎年開示します。

補充原則４－１１（３）

各取締役及び各監査役は、取締役会の有効性・実効性等について、毎年評価を行い、その結果を取締役会に提出します。取締役会は、その評
価に基づき、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を適時適切に開示します。

１．前回２０２１年２月に実施した取締役会実効性評価の結果を受け、２０２１年度においては次の施策を行いました。

・ 取締役会役員トレーニングの実施

・ 報酬および指名委員会で議論されたポイントの取締役会での共有

・ 取締役会でのサステナブル経営・DXに関する審議

・ 取締役会での中期経営戦略策定に関する議論の充実

・ 中期経営戦略策定時における事業ポートフォリオ・資本コストに関する審議

２．今回の取締役会評価は、２０２２年２月に全取締役および全監査役が、外部コンサルタントの意見を受け作成したアンケートに回答する方法に
より行いました。客観的な分析を担保するために、アンケートの集計と結果の分析を外部コンサルタントに依頼し、当社の取締役会事務局では、集
計後のデータを用いて分析を行いました。

２０２２年５月開催の取締役会において、その評価結果について審議し、当社の取締役会は有効に機能していることを確認しました。

アンケート項目は次の通りです。

（取締役会の構成と運営）

-取締役の構成・多様性

-議題の選定

-資料の内容・分量、説明の充実

-知識習得の機会等

-役割の認識と行動

-指名・報酬委員会の機能

（経営戦略と事業戦略）

-経営計画等の審議に必要な情報の提供

-経営計画等の審議及び進捗確認

-事業ポートフォリオ・経営資源の配分

-資本コストを意識した経営

-サステナビリティ課題への対応を通じた企業価値向上

-デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

-政策保有株式

（企業倫理とリスク管理）

-企業理念等の浸透のレビュー

-リスク管理プロセスの構築

-監査役の取締役会・経営陣への意見

（業績モニタリングと経営陣の評価・報酬）

-グループガバナンスへの関与

-報酬委員会による報酬制度の審議

-求められる役割を踏まえた取締役の選任

-最高経営責任者の後任候補計画

（株主等との対話）

-株主との対話内容の取締役会へのフィードバック

（２０２１年度施策の振り返り）

-実効性向上のために、２０２１年度に実施した各施策（前述）の振り返り

（その他 フリーコメント）

３．今回の取締役会評価を通じて、以下の点などの要望及び改善の余地につき、意見が述べられました。

・事業ポートフォリオ・資本コスト・DXに関する議論を活発に実施するための施策の追加

・サステナブル経営に関する議論の範囲の拡大と充実
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i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

竹内 敬介 ○ ―――

竹内氏は、日揮株式会社(現日揮ホールディン
グス株式会社)の社長および会長として経営に
携わってこられた経歴からの、グローバル企業
グループの経営者としての豊富な経験、実績
および見識に基づき、当社社外取締役として経
営陣から独立した立場から、当社グループ経
営に対する助言、重要事項の決定および業務
執行の監督をいただけると考えております。

また、同氏は上記a～kのいずれにも該当せず
、東京証券取引所が定める独立役員の要件お
よび当社の「社外役員の独立性基準」を満たし
ており、一般株主と利益相反が生じるおそれの
無い独立役員であると判断しております。

白井 文 ○ ―――

白井氏は、長年にわたりメーカー各社の社外
取締役として企業経営に関わられた経歴に加
え、地方行政のトップマネジメントならびに組織
のダイバーシティ化を積極的に推進してこられ
た経歴からの、豊富な経験、実績および見識に
基づき、当社社外取締役として経営陣から独立
した立場から、当社グループ経営に対する助言
、重要事項の決定および業務執行の監督をい
ただけると考えております。

また、同氏は上記a～kのいずれにも該当せず
、東京証券取引所が定める独立役員の要件お
よび当社の「社外役員の独立性基準」を満たし
ており、一般株主と利益相反が生じるおそれの
無い独立役員であると判断しております。

内田 和成 ○

内田氏は２０１８年６月まで当社株式の大
規模買付行為への対応方針に基づく独立
諮問委員会の委員を務めており、当社は
同氏に対し報酬を支払っておりました。ま
た、２０２２年３月に開催した社内講演会
の講師の対価を支払っておりますが、当
該支払いの総額は５０万円以下です。

内田氏は、ボストン・コンサルティング・グルー
プ日本代表としての企業経営にかかる幅広い
知見に加え、長年にわたり各社の社外取締役
および社外監査役として企業経営に関わられ
た経歴からの豊富な経験、実績および見識に
基づき、当社グループ経営に対する助言、重要
事項の決定および業務執行の監督をいただけ
ると考えております。

また、同氏は、東京証券取引所が定める独立
役員の要件および当社の「社外役員の独立性
基準」を満たしており、左記の取引についても、
その取引の性質等から、同氏の独立性に影響
を与えるおそれの無いものであるため、一般株
主と利益相反が生じるおそれの無い独立役員
であると判断しております。

日髙 直輝 ○ ―――

日髙氏は、住友商事株式会社の副社長として
、また同社海外拠点において、グローバル企業
グループの経営に携わってこられた経歴から
の豊富な経験、実績および見識に基づき、当
社グループ経営に対する助言、重要事項の決
定および業務執行の監督をいただけると考え
ております。

また、同氏は上記a～k のいずれにも該当せず

、東京証券取引所が定める独立役員の要件お
よび当社の「社外役員の独立性基準」を満たし
ており、一般株主と利益相反が生じるおそれの
無い独立役員であると判断しております。

6









年次賞与は、事業年度ごとの業績を反映した金銭変動報酬とし、報酬委員会の答申および取締役会の決議に基づき、原則として毎年一定の時
期に支給する。

年次賞与は、以下に定める算定方法により算定する。ただし、各事業年度の年次賞与支給総額は、当該事業年度の連結当期利益の額の0.4%を
上限とし、もし以下の算定の結果、支給総額が当該上限額を超えることとなった場合は、上限額の範囲内とするための調整を行う。

① 支給対象取締役の役位に応じた「基準ポイント」の総和、および、あらかじめ定めた「基準ポイント単価」・「基準売上収益」・「基準当期利益」に
基づき、「割当率」を決定する。

② ①の「割当率」に基づき、以下の算式により当該事業年度の年次賞与総原資を算出する。

総原資１＝連結当期利益×割当率×1/2

総原資２＝連結当期利益×割当率×1/2×売上調整係数（下記のとおり）

賞与総原資＝総原資１＋総原資２

連結売上収益 売上調整係数

(a) 7,500億円超 (c)と同じ傾きの一次関数直線を(b)から延長して算出される係数

(b) 7,500億円 100％

(c) (b)と(d)の間 x軸を売上収益、y軸を売上調整係数としたときの(b)と(d)の２点を結んだ一次関数直線上の係数

(d) 5,000億円 50％

(e) 5,000億円未満 0％

注 「連結当期利益」は「親会社の所有者に帰属する当期利益」を指す。

③ 賞与総原資を、各支給対象取締役の役位ごとの基準ポイントに応じ比例按分し、各支給対象取締役の個人別仮分配額を算出する。

④ 代表取締役社長は、自らを除く支給対象取締役ごとにその個人別仮分配額の10%を上限とした特別加算を提案することができる。

⑤ 報酬委員会において支給対象取締役ごとの個人別仮分配額および特別加算の合計額ならびに支給総額を審査した後、取締役会に個人別の
年次賞与支給額案を上程し、取締役会の決議によりこれを各支給対象取締役に支給する。

【株式報酬】

株式報酬の内容、業績指標の内容、算定方法および支給時期・条件の決定に関する方針

株式報酬は、当社の中長期的な企業価値向上に資するため、中期戦略等の目標達成度および株主価値の向上度に連動する変動報酬とする。
株式報酬は、株式交付信託の仕組みを活用し、当社が金銭を拠出した信託を用いて支給対象取締役に株式等を交付する。

取締役が株式報酬として株式等の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任後とする。

株式報酬として交付される株式等は、以下に定める方法により算定する。

①各取締役の役位に応じて予め定める株式報酬基準額を基準株価で除した数の50％を固定ポイント、50％を業績連動ポイントとして、中期戦略
等の対象期間（以下単に「対象期間」という）における事業年度ごとに各対象取締役に付与し、累積加算する。

②対象期間終了後、各取締役の業績連動ポイント累積数を以下指標・重み・目標達成度に応じて、それぞれ以下の業績連動係数を乗じて、交付
ポイント数を算出する。

（算定式）

業績連動ポイント最終値＝(A)＋(B)＋(C)＋(D)

（A）業績連動ポイントの累積値×25％×売上収益係数（※1）

（B）業績連動ポイントの累積値×25％×当期利益係数（※2）

（C）業績連動ポイントの累積値×25％×ESG係数（※3）

（D）業績連動ポイントの累積値×25％×TSR係数（※4）

※1 売上収益係数

・対象期間の最終事業年度における連結売上収益の目標に対する達成度に応じて下記のとおり算定する。

達成度 売上収益係数

125％以上 200％

100％以上125％未満 （達成度－75％）×4.0

75％以上100％未満 （達成度＋25％）×0.8

75％未満 0％

※2 当期利益係数

・対象期間の最終事業年度における連結当期利益（親会社の所有者に帰属する当期利益）の目標に対する達成度に応じて下記のとおり算定する
。

達成度 当期利益係数

140％以上 200％

100％以上140％未満 （達成度－60％）×2.50

60％以上100％未満 （達成度＋1/3）×0.75

60％未満 0％

※3 ESG係数

・対象期間におけるScope1およびScope2におけるCO2削減量の目標達成度に応じて、下記のとおり係数を算定する。

達成度 ESG係数

100％以上 100％

80％以上100％未満 達成度に同じ

80％未満 0％

※4 TSR係数

・対象期間における当社TSRのTOPIXアウトパフォーム率（以下「TSR OP率」という。）に応じて下記のとおり算定する。

・TSR OP率は、以下のとおり算定する。

TSR OP率（％）＝当社のTSR÷配当込みTOPIX×100

TSR OP率 TSR係数

100％以上 100％
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っております。

２．取締役の職務執行に関する情報の保存・管理の体制

取締役の職務執行に係る情報は、文書等（電子データを含む)で保存し、情報管理委員会を設け、社内規程に従い適切に保存・管理する体制
をとっております。また、監査役・内部監査部が文書等の閲覧・複写を求めたときは、いつでもその求めに応じております。

３．リスク管理体制

（１）代表取締役社長を長とするリスク管理委員会を設置し、ブラザーグループの総合的なリスク管理体制の整備等を行っております。

また、その実施状況については定期的に取締役会に報告をおこなう体制をとっております。

（２）事業リスクについては、各部門並びにグループ子会社のリスク責任者を中心に評価・対応等を行う体制を構築し、また、グループ全般にかか
わる重要なリスクについてはリスク管理委員会において評価・対応状況等の管理をおこなっております。

（３）リスク管理委員会の下部組織として、コンプライアンス・製品安全・安全保障貿易・情報管理・環境法規・安全衛生・防災・サプライチェーンと
いった個別リスクについては委員会を設置し、代表取締役社長（または指名する執行役員）が対応責任者として、リスクの把握と逓減、並びにリス
ク顕在化時の対応をおこなっていくリスク管理体制をとっております。

特に、製品安全については、より安全な製品をお客様に提供するため、「製品安全に関する基本方針」及び「製品安全自主行動計画」を定め
ております。

（４）経営に重大な影響を与える不測の事態が発生した場合は、リスク管理委員長のもと機動的な対応をおこなう危機管理体制を構築することと
しております。

（５）内部監査部は、代表取締役社長の指示により、当社の各部門・グループ子会社のリスク対応状況を検証し、代表取締役社長・監査役に報告
しております。

４．取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）執行役員制度を設け、業務執行と監督を分離しガバナンス強化を図るとともに、事業部制を採用し、迅速な意思決定と業務執行を行える体
制をとっております。

（２）取締役会は、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じ開催される臨時取締役会において、経営上の重要事項の決定と業務執行の監督を
おこなっております。また、役付執行役員を中心に構成される戦略会議を毎月開催し、ブラザーグループの経営戦略や予算の立案及び重要な業
務執行の審議等を機動的に行う体制をとっております。

（３）取締役会規則・社内規程等を設け、権限委譲・担当業務の範囲の明確化により、取締役の職務の執行が効率的に行われる体制をとってお
ります。

（４）社内規程・グループ規程を制定し、グループ子会社に対して当社に事前承認すべき事項及び報告事項等を定めることにより、グループ子会
社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制をとっております。

５．グループガバナンス体制

（１）統一的なグループガバナンス体制構築のため、企業行動憲章・グループ規程・社内規程等を定めるとともに、当社における管理部門がグル
ープ子会社各社の重要な業務執行状況を把握する統一的なグループガバナンス体制を構築しております。

（２）連結財務諸表等の財務報告については、信頼性を確保するための体制整備と運用をグループ全体にわたって推進しております。また、毎年
、維持・改善をしてまいります。

（３）主要なグループ子会社には当社役員・執行役員・使用人を当該会社の役員として派遣することで、グループ子会社の管理・監督を行ってお
ります。

（４）監査役・内部監査部によるグループ子会社への定期的な監査実施の体制を構築しております。

（５）グループ子会社自身のガバナンス体制構築のため、組織の構築、社内規程の制定を求めております。

６．監査役会の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査役会の要請に応じ、その職務を補助するため、監査役室を設置し、監査役直属の使用人を数名置いております。

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び前号の使用人に対する指示の実効性に関する事項

監査役室の人事異動についてはあらかじめ監査役の同意を得て行い、また、その人事評価は監査役が行います。

８．監査役への報告に関する体制及び報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

ブラザーグループの取締役及び使用人等が不正の行為、法令・定款に違反する行為及びそのおそれのある事実その他

監査役会がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項について、適時に監査役に報告することとしております。

また監査役に報告した者が、報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保しております。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用に関する事項

監査役の立案する監査活動等に必要な費用の計画に基づき、その費用を適時前払又は償還しております。また立案された計画以上の費用が

必要な場合は、監査役から代表取締役又は取締役会への要請に応じて追加します。
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